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　１．はじめに
　われわれは一般均衡理論に基づいてわが国の多部門モデルを構成し，需
要，供給両関数を計測したのでその結果を報告したい。本研究の特徴は，
家計部門について世帯主の職業の違いによる行動の相違を明らかにするた
め分割を試みたことと，一般均衡の枠組の中で需要，供給関数を統一的に
取扱い結果として超過需要関数の導出を可能にしていることである。
　ここで一般均衡理論とは，個々の経済主体が市場価格を所与として自己
の需要，供給を決定する際に当該財の価格ぽかりでなく他の財の価格をも
考慮し，またこのように決定された個別的需要量，供給量を全ての主体に
ついて集計して得られる市場需要と市場供給の乖離が均衡価格を決定する
という枠組である。このように個々の経済主体の合理的行動から出発し集
計量としての市場需要，市場供給を分析対象とするわれわれのモデルはい
わゆるミクロ的基礎を持つマクロ経済分析に分類される（複数の財を伴う多
部門モデルを考えるので，正確にはセミ・マクロ経済分析というべきであろう）。
　以上説明されるようなセミ・マクロ的分析は国民経済計算体系を基本的
な統計資料として行われ，そこに登場する経済主体は家計，企業および政
府である。森口（1988）は日本経済論の１つのキーポイントとして家計の
行動を指摘し，わが国の家計部門を論じる場合に注意すべき事項として次
の４点を列挙している。第１は代表的家計の行動と家計部門全体の行動と
の関係が明確ではないことである。これは地方から都市への労働力移動と
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都市における核家族化の進行のため，家計数自体が大きく変動すると同時
に，家計部門内部の規模別構成比も変化しているためである。第２は非勤
労者すなわち自営業主，農家の家計の比重が高いことである。就業構造に
おいて自営業主，家族従業者の比率が高いのは，農林水産，建設，卸小
売，サービスの産業分野であるが，この比率は経済の近代化にともなう所
有と経営の分離，企業と家計の分離などによって低下するものと予想され
てきた。　しかし，アメリカや西欧諸国に比べるとわが国の比率はまだ高く
また低下傾向も近年鈍化している。第３に，家計は生計を営むための支出
単位であるという前提は現実にそぐわなくなっている。すなわち家計＝家
族は有機体として共通の予算制約の下で共通の意思決定をするという暗黙
の前提は，主婦も外に出て働く傾向が進むにつれて成立しにくくなってき
ている。第４は高齢化にともなう家計の年齢分布の急速な変化である。
　以上の４つの注意事項のうちわれわれにとっては第１，第２の２点が重
要である。あるグループを１つの経済主体として分類する場合，われわれ
はその経済目的，行動が同質的であることを前提としている。現行の国民
経済計算体系では，自営業主，農家は個人企業と称せられ，勤労者と共に
家計部門に分類されている。しかし貯蓄を例に考えると，勤労者は主とし
て将来の消費のために貯蓄するのに対して自営業主，農家の貯蓄は減価償
却分を含み将来所得の維持，拡大を目的としており，性質の違うことが分
かる。すなわち世帯主の職業の違う家計を１つの経済主体として分類する
ことは不適切であり，ここに家計部門を世帯主の職業により分割したモデ
ルを構成する動機が生じる。具体的には国民経済計算の家計部門を，家計
調査に基づく勤労者および自営業主の世帯と，農家経済調査に基づく農家
世帯の３つに分割し，それぞれの需要関数を推定する。この分割は例えば
所得税における所得補捉率の相違を分析するにも便利であるなど，利用上
の便宜性が高いと思われる。
　ただ，国民経済計算と家計調査，農家経済調査はそれぞれ作成機関も調
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査の目的，内容，方法も違い，資料としては必ずしも整合的ではないこと
は，このような分析を行う際の障害となる。例えば，家計調査は「農林漁
家，単身世帯」を調査対象から除いており，農家経済調査は「①経営耕地
面積が10アール（北海道では30アール）以上，②農業生産物の年間総販売額
が５万円以上，０いずれかに該当する農業を家業として営む世帯」を対象
としているので，単身者世帯や漁業世帯はいずれの資料によってもカバー
されない。このように制約も多く存在するが，残念ながらこれに代わる資
料も見当らない。また家計調査の制約として第１に所得調査が勤労者世帯
に限られていること，第２に昭和38（1963）年の大改正により調査対象が
人口５万人以上の都市居住の世帯から全国総ての地域へ拡大しており時系
列データとしての連続性を欠くことが指摘される（溝口（1988））。われわれ
は観察期間を昭和40年以降としたので第２の問題は回避できたと思う。
　需要，供給関数の計測はわれわれにとって２回目の試みになるので，今
回の分析を説明するまえに，前回（小平（1987））との異同を明らかにしてお
こう。従来の消費関数，生産関数の実証研究に比べて前回の計測は以下の
特徴を持つと主張された。すなわち，第１に超過需要関数の導出を念頭に
おきながら需要，供給両関数を推定していること，第２に一般均衡理論の
枠組に基づいてモデルが構成されていること，第３にモデル設定に際して
間接税を考慮したこと，第４に推定期間（昭和30-57年）をいくつかの部分
に分割することなく全期間にわたり一本の推定式で計測することに成功し
たことである。そしてこれらの特徴は，統―的な枠組の中で需要，供給両
関数を計測したという事実と相俟って利用面での価値を高かめるものと主
張された。今回の計測も基本的には前回の考え方に依拠するものであり上
述の特徴を引継いでいる。今回の試みに加えられた特徴は，前述のように
家計の世帯主の職業別の経済行動の相違を明示的にモデルに組入れたこと
と，間接税だけでなく所得税も考慮したことである。なお推定期間は上述
したように昭和40-60年とした。
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　２．モデルの構築
　第１節で説明したようにわれわれのセミ・マクロ的経済分析の基礎的枠
組は国民経済計算体系により与えられる。目下のところ現在の分類形式の
統計データは昭和40年以降について利用可能であるので，計測期間を昭和
40-60年の21年間とした。具体的には，新ＳＮＡ体系で２ａ表とよばれる
　『国民経済計算年報』の「財貨・サービスの供給と処分（名目）」を基にし
て多部門モデルを構築する。同表は縦方向に表章分類24部門（産業10（うち
製造業に関しては13の中分類），政府１，非常利１の大分類），横方向に12項目（供
給サイド４，合計，需要サイド７）のデータを掲げている（表１を参照のこと）。
　最初にわれわれのモデルの項目の構成について考えよう。「財貨・サー
ビスの供給と処分（名目）」の12項目を，経済主体の行動目的の違い，説明
変数の類似性によって次のような５項目に加工する。
　　1.供給マイナス輸出（j迢）
　　2.法人需要（£）Ｃ）
　　3.勤労者世帯の需要iDW)
　　4.自営業主世帯の需要（£）訂）
　　５．農家○需要（ＤＦ）
すなわち，供給サイドの「産出額（生産者価格）」「輸入（ＣＩＦ価格）」「輸入
税」「運輸。商業マージン」を合計して「供給」とする。これは間接税抜き
の相対価格により説明される。また需要サイドの最後の項「輸出（ＦＯＢ価
格）」は，国内の供給価格と外国○所得および価格により説明されるが，こ
こでは外国の所得と価格を所与として分析を進めるので結局わが国の供給
価格のみによって説明されることになる。　したがって同じ間接税抜きの相
対価格を説明変数とする供給と輸出をまとめて（すなわち供給から輸出を控
除して）第１項目の「供給マイナス輸出「」迢）」を得る。これは国内市場向
けの供給である。次に需要サイドの「中間消費」「在庫品増加」「総固定資
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本形成」の合計を「法人需要（ＤＣ）」とする。これは説明変数として購入者
価格すなわち間接税込みの相対価格，国内総生産（ＧＤｆ）），利子率を持つ。
　国民経済計算体系の「家計の国内での最終消費支出」は前述のように異
質の主体の経済行動を含んでいるので，家計部門については家計調査と農
家経済調査によって補完した。ここで家計調査の「世帯主の職業別１世帯
当り年平均１か月の収入と支出（勤労者世帯・一般世帯）全国」は表２に示
されるようなタイプの世帯を調査対象としているので，家計調査の勤労者
世帯の平均を「勤労者世帯の需要（/）Ｗ）」，同じく一般世帯の平均を「自
営業者世帯の需要（ＤＭ）」とし，農家経済調査のデータを「農家の需要
　（£）77）」とすることによって家計部門を世帯主の職業により３タイプに分
割した。これらはいずれも間接税込みの価格とそれぞれの可処分所得によ
り説明される。
　　　　　　　　　　　表２：家計調査の対象世帯
　次にモデルの部門構成については利用する３種類の統計資料の部門構成
の相違に注意を払う必要がある。国民経済計算からは表１に掲げたような
24部門のデータが入手可能である。家計調査の収支項目（部門分割）はこの
期間,時勢の変化に伴い何度か分割,合併が行われている。なかでも昭和44
年から雑費の中に自動車等関係費が新設されていることが注目されるが，
これはそれ迄の住居費の中の家具什器の一部と光熱費の中の他の光熱の一
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表３：家計調査の支出項目の変遷
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表４：農家経済調査の支出項目の変遷
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　　　　　　　　　　表５：部　門　と　そ　の　内　容
1.食　科　品
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　農林水産業、製造業の食料品
　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　食料費
　ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　飲食費
2.衣　　　類
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　製造業の繊維製品、パルプ・紙
　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　被服費ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　被服費
3.家具、什器、家事用品
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　製造業の化学、石油製品・石炭製品、窯業・土石製品、一次金属、金
　　　　　属製品、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械
　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　住居費の家具、什器（54年まで）、家具、家事用品（55年以降）
　ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　住居費の家具、家財費
4.建設、不動産
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　建設業、不動産業　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　住居費の家賃・地代、設備修繕費
　ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　住居費の借地・借家料５．光熱、水道費
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　鉱業、電力・ガス・水道業　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　住居費の水道料（54年まで）、光熱費
　ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　家計光熱水道料６．保健、文化、教育費
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　金融・保険業、運輸・通信業、サービス業
　ｂ．『家計調査年報』　　　　雑費の保険・医療、理容・衛生、交通・通信、教育・文房具、教養・
　　　　　娯楽ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　保険・文化、交通・通信
7.そ　の　他
　ａ．『国民経済計算年報』
　　　　　製造業のその他の製造業、卸売・小売業
　ｂ．『家計調査年報』
　　　　　仕送り金、負担金、損保科、その他、交際費、たばこ
　ｃ．『農家経済調査年報』
　　　　　その他、雑費、臨時費、たばこ
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部を移動合併したものであり，時系列として利用する際には注意を要する。
表３に家計調査の収支項目の変遷をまとめた。農家については『農家経済
調査報告』の「家計費」に各支出項目の年額が掲げられているが，その部
門構成は表４から分かるように他の２つの統計に比べてかなり大まかであ
る。特に昭和50年度以降は非常に大きな分類しか利用できないので，われ
われは最大公約数的な次の７部門を考え多部門モデルを構成する。
　　1.食料品
　　2.衣類
　　3.家具，什器，家事用品
　　4.建設，不動産
　　5.光熱，水道費
　　6.保健，文化，教育費
　　7.その他
各部門にそれぞれの統計資料のどの収支項目が対応するかを表５にまとめ
ておく。
　われわれの７部門モデルは，経済は各時点に均衡状態にあると仮定した
上で，次のように書くことができる。
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　３．データの出典と加工
　本節では，第２節で説明した多部門モデルを推定するための準備とし
て，必要なデータの出典と加工を説明する。
　被説明変数から始めよう。各部門の供給マイナス輸出SE＼, ■■…｡，ＳＲ７と
法人需要£)C1,･‥‥‥，ＤＣＴは経済企画庁『国民経済計算年報』（各年版）の
　「財貨・サービスの供給と処分（名目）」から前述のように作成した。すな
わち同表の横方向の項目については，供給サイドの４項目（産出額，輸入，
輸入税，運輸・商業マージン）の和から需要サイドの輸出を差引いて供給マ
イナス輸出とした。また需要サイドの中間消費，在庫品増加，総固定資本
形成の３項目の和を法人需要とした。同表の縦方向の部門については表５
に示したような統合を行い７部門に加工した。ただし，昭和40-44年につ
いては昭和50年基準のデータを，昭和45-60年については昭和55年基準の
データをそのまま利用し，接続のための調整は行っていない。これは，両
基準のデータを重複して入手可能な昭和45-53年についてみると両者の乖
離は２～３％以内であるので接続調整は不要と考えたためである。
　家計の需要のうち勤労者世帯の需要£w＼, ■■…･,£）W7と自営業主世帯の
需要£)M＼,･‥‥‥,£）訂7は総理府統計局『家計調査年報』（各年版）の「世帯
主の職業別１世帯当たり年平均１か月の収入と支出（勤労者世帯の一般世
帯）全国」を利用した。すなわちDW＼,･……,DW1については勤労者世帯
の平均の収支を表５に従い併合した。　ＤＭ１,‥…･,£）訂7については一般世
帯の平均のデータを用いて同様に加工した。農家の需要DFl,･……，£）F7
は農林水産省統計情報部『農家経済調査報告』（各年度版）の「家計費」から
表５に従い算出した。この方法で求めた供給マイナス輸出，法人需要，各
タイプの家計の需要を表６に掲げる。
　説明変数の導出に進もう。間接税込みの価格として国内総生産デフレー
タ戸と各部門の価格刑,‥…･,Ｐ７が必要である。昭和45年以降については
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これらは経済企画庁『国民経済計算年報』の「経済活動別の国内総生産お
よび要素所得（デフレータ）」から昭和55年基準のデータが入手可能である。
同書に掲載されていない昭和40-44年に関しては経済企画庁『新SNA
コモディティ･フロー法による長期系列推計結果』から算出した。
　説明変数の所得のうち国内総生産Ｇ扨）は総供給（処分計）と中間消費の
差として定義されるので，国民経済計算の前出資料の総供給（処分計）と中
間消費の各列の最下段の合計の差をとって各年のGDPとした。次に勤労
者世帯の所得ＹＷと自営業主世帯の所得Ｙ訂には家計調査年報の前出資
料の勤労者世帯（平均）と一般世帯（平均）の消費支出を用いた。これは上
述のように家計調査の所得調査は勤労者世帯に限られており，一般家計
（われわれの自営業主世帯）の調査項目は消費支出のみであるためである（家
計調査の収支構造については表７を参照してほしい）。農家の所得ｙＦには農家
経済調査の家計費の合計額を用いた。これもYW, YMとの整合性を保つ
ためである。間接税率（従価税率) Tl,･……, Tlは国税庁『統計年報書』
　（各年度版）の各品目の間接税収を基に通商産業省『工業統計表』および前
出の価格デフレータPI, ･■…･,P1を用いて算出した。所得税率７Ｙは国税
　　　　　　　　　　　表７：家計調査の収支構造
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庁『統計年報書』のデータおよび『家計調査』の勤労者世帯のデータを利
用して計算した。利子率ｒはコールレート（東京）を採用した。昭和40-53
年については同無条件物（中心）平均のデータ，昭和54-60年については同
自由レートのデータを利用し年平均に換算した。出典はいずれも日本銀行
調査統計局『経済統計月報』である。
　なお，需要，供給，所得のデータはすべて害質値に換算してある。また
農林水産省および国税庁の統計資料が年度データである他は暦年データで
あるが，第４節の推計では全て暦年とみなして利用した。
　4.計測結果
　ここでは前節で準備したデータを用いて，第２節の７部門モデル（1）の重
回帰分析を行った組果を報告する。われわれの目的は，一般均衡理論の枠
組の中で各部門の需要量，供給量が７個の価格によってどのように決定さ
れるかを見ることである。すなわちモデルは各部門の相互依存関係が連立
方程式体系として表される同時方程式モデルとなる。具体的には，体系（1）
のそれぞれの部門の需要，供給関数の関数形を線形対数として，
　データのサンプル数（21年間の年次データ）に比べて説明変数の数が多い
場合多重共線性の問題が生じ易くなることが知られているので，分析はこ
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れに留意しながら先ず全ての説明変数を入れて回帰し，次々に説明力の弱
い変数を除去するという方法で行った。その結果は例えば供給マイナス輸
出の第１部門については
　　茫(自由度調整済み)＝0.9570　£)一司比＝1.8245　Ｆ値＝90.0699
となり，第1, 2, 3, 5, 6部門の供給価格により説明されることが分かる1)。
ここで，
であり，また係数の下の（　）内の数値は当該変数のｚ値である。
　供給マイナス輸出，法人需要，３タイプの家計の需要の最小自乗法によ
る回帰結果を表８～表12にまとめて掲げる。上に説明した以外の表中の記
号は，
－221（16）－
なおＦ値の下段の（　）書きは説明変数の数と自由度である。
（?????）?‥??????????
（?????）??????????
（?????）????????????
（?????）???????????
（?????）??????????
?‥?????????‥??
　表8～12を見ると，第2, 3, 5, 6部門の供給マイナス輸出(SE2,ＳＲ３，
SE5.ＳＥ６)，第６部門の法人需要(f)C6)，第５部門の勤労者世帯の需要
　(/)W5)，第1，7部門の自営業主需要(ＤＭ１,£)訂7)のDurbin-Watson比
は基準を外れており，誤差項に系列相関があることを示している。この場
合，最小自乗推定量は不偏推定量ではあるが最小分散推定量とはならない
ことが知られており，他に(推定量の分散がこれより小さいという意味で)よ
り効果的な推定法が存在する。ここでは最尤法により推定した(表13参照)。
表13の/怯ｏは誤差の１次の自己回帰係数である。
　符号条件を調べておこう。ここで符号条件とは，需要関数においては当
該部門の価格の係数がマイナス値をとることが，供給関数においてはプラ
ス値をとることが期待されるという直観的な条件である。供給サイドでは
第5，6部門ＳＲ５，ＳＥ６のみがこれを満足した。他方需要側では大部分につ
いて成立することが確かめられる。すなわち法人需要は全部門についてこ
れを満す。各タイプの家計需要については，勤労者および自営業主の第２
部門(£)W2とＤＭ２)農家の第5，6部門(£)F5,£)F6)のみで成立しないだ
けである。
　需要関数の所得変数の係数は正であり，また需要の所得弾力性は１以下
であることも確かめられる。
　５．　解釈とまとめ
　最初に述べたように本稿の目的は，世帯主の職業別の需要関数の相違を
分析することと，一般均衡の枠組の中で超過需要関数を導出することであ
る。以上で計測を終えたので，組果をまとめて結びとする。
　世帯主の職業による需要関数の相違から始めよう。符号条件は第４節で
もふれたように第2，5，6部門で一部のタイプの世帯について成立しない。
第２部門では農家については成立するが，勤労者，自営業主両世帯につい
ては成立しない。第５部門については逆であり，勤労者，自営業主世帯に
　　　　　　　　　　　　　　一214(23)―
ついては成立するが，農家については成立しない。他方，第６部門では勤
労者世帯についてのみ成立し自営業主，農家については成立しない。第2，
5部門のパターンは，勤労者，自営業主世帯のデータの出典が家計調査で
あり，農家のデータは農家経済調査が原典であることから多少は説明がつ
くであろう。しかし第６部門のような，同じく家計調査を原典とする勤労
者世帯との需要関数における係数の符号の相違はおそらくそれぞれの行動
目的の相違を反映するものであろう。同じような符号の違いは第３部門の
ﾉ）6の係数や第７部門の刑の符号にも見られる。第３部門の内容は家具，
什器，家事用品であり，第６部門は交通・通信を含み，第７部門は損保
料，交際費を含むので，個人企業主としての自営業主と勤労者の違いが表
われていると考えられる。
　交差価格効果については，自営業主世帯の第５部門需要の/）6の係数と
第６部門需要の？5の係数の間で，また農家の第２部門需要の/）7の係数
と第７部門需要の戸2の係数の間，第３部門需要の刑の係数と第４部門
需要の7)3の係数の間，第６部門需要のＰ７の係数と第７部門需要のﾉ）6の
係数との間で矛盾があるように思われる。このような符号の逆転は，各部
門は１種類の商品に対応しているのではなく実際には複数種類の商品に
よって構成されているので部分均衡分析で観察されるような直截的な関係
が成立することはここでは期待し難いという事実によって説明されよう。
　最後に各部門の超過需要関数は，需要，供給関数(1)もしくは(2)が与えら
れる時
として求めることができる。ここで価格戸1，･……ゴ）7は内生変数であり，
外生変数のうち税率ｎ,‥…・．ＴＴ,ＴＹと利子率ｒは政策変数，職業別の世
帯数＃Ｗ,井訂,井/7は与件である。
　総務庁統計局『労働力調査年報』の「就業者（自営業主,雇用者）農林業男
　　　　　　　　　　　　　－213（24）－
－212（25）－
女計」のデータを利用して求めた超過需要関数を表14に掲げる。得られた
超過需要関数のうち第2，3部門は符号条件を満さない。
－211（26）－
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